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はじめに

　日本は 1991 年のバブル崩壊後およそ 30 年間世界で唯一成長が停滞している国である。その

背景には様々な要因があげられるが、最も重要な点は GDPの約 6割を占める消費支出の低迷

にある。日本の「失われた 30 年」の景気低迷は非正規雇用の拡大に伴い国民全体の貧困化が

進んだからともいえる。過去数十年家計の可処分所得の低下は深刻であり、実質賃金が 90 年

代後半から一貫して低下していることは決定的に重要であり、それが長期にわたる日本経済低

迷の大きな要因となっている。本論文では、こうした家計所得・支出の低迷は過去数十年にわ

たる労働市場の自由化に伴う非正規労働の拡大が大きな要因であり、それが（実質）賃金水準

を一貫して低下させてきたことに原因を求める。その結果、消費支出の実質的減少をもたらし、

経済低迷を継続させてきたという仮説を提示しそれを検証することを目的としている 1）。

　企業は通常利益を最大化することを求めているが、従来の日本型経営を旨とする企業では、

会社はその利益を求めるのみならず消費者の利益に資すること、さらにそれを通して社会の発

展に寄与することに重点を置いてきた。さらに、従業員とその家族までも考慮に入れており、

従って、終身雇用制度の下で容易に解雇をすることはないのが伝統的であった。しかし、近年

の非正規雇用の一般化にともない、会社の都合で従業員・労働者を単なる手段（あるいは機

械・設備と同様）として容易に解雇（形式は自主退職のかたちをとる）が可能となっており、

それが一般化している 2）。特に 2020 年からのコロナ禍で非正規雇用の労働者の多くは職に就

けなくなってきた。被雇用者（勤労者・労働者）全体の約 4割を占める非正規雇用は特に若年

やシニア層で増加しており、全体の世帯の可処分所得の低下に拍車をかけている。さらに、政

府は外国人労働者をもともと日本企業の技術を習得させる技術協力の目的で導入された「技能

実習制度」が事実上アジア諸国等から低賃金労働者として日本国内で労働させる制度として一

般化してきている 3）。これがさらに非正規雇用の賃金水準や最低賃金さえ達していない賃金水

準の低下に拍車をかけてきた。

　日本は「失われた 30 年」の長期低迷を経て現在、日本の賃金水準は韓国よりも下位にある

（OECD）。これはまさに労働市場の自由化が進展してきた時期と重なる。日本の戦後の高度成

長を支えてきた 1970 年代まで一般的であった正規雇用制度が 1980 年代以降現在に至るまで新

自由主義に基づく労働政策の自由化に伴い崩壊し、非正規雇用が大幅に拡大し一般化してきた。

そのきっかけとなったのが、中曽根内閣（1982-1987）下で導入された労働者派遣法（以下、

派遣法）の導入（1985）である。派遣法は、当初は特殊な職種に限定していたが、2000 年代

の小泉政権を経て、さらに安倍政権に引き継がれ、ついに派遣業務は全面的に自由化されてき

た。それに伴い一般化してきた非正規労働は、当初は正規雇用を原則とする労働市場では非常
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に限られた 13 業種に限定されていたが次第に適用範囲が拡大され、1996 年までは専門的 26

業種の適用に限定して一般化してきた。特に重要な転換点は 2000 年代に入り新自由主義を一

層推進させた小泉政権下（2001-2006）で導入された派遣法の適用を製造業にも拡大したこと

である（2003 年 3 月）。さらに、派遣法の適用される 26 業種の派遣期間を派遣期間の制限（3

年）を撤廃して無制限となり、非正規労働の拡大に一層拍車をかけた。製造業への派遣法の適

用は、重要な技術的な要素を持つ工場労働者のみならず知的労働者にも拡大し、日本企業のハ

イテク分野での技術的優位性を 2000 年代以降失ってきたこととも無関係であるとは言えない。

　非正規雇用の拡大する状況下では、持続的な経済成長が達成できない。国民全体の貧困化が

進んでおり、特に低所得の若年層の増加は、貧困化に伴い結婚が困難となり、その結果少子化

がさらに進む。さらに社会保障を支える年金・医療保険を収めることができない非正規雇用家

計が拡大し社会保障制度自体の存続が困難となる。一方、パートの非正規雇用労働者は通常定

時退社をするため、全体の仕事負担は正規雇用にかかり長時間労働が一般化する傾向に拍車を

かける。労働市場の歪が拡大し、構造的な労働市場のミスマッチが生じてきたのは、非正規雇

用の製造業への解禁に伴い労働集約的な低生産性が一般化したことも関係している 4）。

　こうした問題があるにも拘らず、非正規労働者は企業側・雇用主にとって正社員の年収の約

1/3 の低コストで雇用できるため、派遣自由化の流れのなか非正規雇用の需要は急激に拡大し

てきた。特にデフレ経済下、消費者需要減退で低価格のサービス・消費産業で非正規雇用

（パート、アルバイト、派遣社員等）は必須となり、そうした雇用側の意向を反映し自民党政

権では派遣業務の拡大を図ってきた。新自由主義の流れを汲んだ安倍政権下でも派遣法改正が

実施された（2015）が、派遣業者の要望 5）を反映し自由に労働者を引き換えて派遣業務を継

続できる方法が定着化した。安倍政権では、事実上派遣業は全面解禁をむしろ促進したといっ

ても過言ではない。こうした政策が低所得家計の増加を一層促進してきたといえる。

　従来の非正規雇用に関する論文・論考の多くは、社会経済的観点からの考察が大部分であり、

非正規雇用の増大は雇用階層の固定化とともに貧困の連鎖をもたらす問題などが挙げられてき

た 6）。こうした指摘自体は正しいものの、経済学的観点からの考察は少なかった 7）。したがっ

て、本論文では非正規雇用の及ぼす経済的影響を明らかにするために、非正規雇用比率、労働

組合組織率、労働生産性などの関連指標を用いて経済成長、賃金水準などとの関連及び影響に

ついて計量的手法を使って検証する。最初に日本の非正規雇用の拡大の政治的・社会的背景を

挙げ、続いてその影響と問題について経済政策の中でも特に新自由主義的影響が強い労働政策

に関して論ずる。さらに非正規雇用拡大の影響を計量的に分析した結果により、非正規雇用の

拡大と日本経済の低迷が密接に結びついていることを示す。最後に、日本経済の復活を目指し

て持続可能な成長を達成するための大きなステップとしての非正規雇用の規制強化や厳格化に

よる非正規雇用の縮小と正規雇用の拡大に向けた政策提言を行う。
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1．日本の労働市場自由化と非正規雇用の拡大

　バブル崩壊（1991）後、「失われた 30 年」ともいうべき日本経済の長期低迷の大きな要因の

一つに労働市場の自由化に伴う非正規雇用の一般化・拡大に伴う低賃金労働力層の拡大がある。

本章では非正規雇用比率が過去数十年拡大を続けてきた事実の背景や原因について探る。その

背景には、①新自由主義に基づく経済政策の導入に伴い労働市場の自由化が推進されてきたこ

とがある。日本では 1980 年代の中曽根政権（1982-87）に始まり、90 年代の金融危機を経て

一層加速され、小泉政権（2001-06）で加速、さらに最近までの安倍政権（2013-20）・菅政権

（2020-21）で完成したといえる。以下において、非正規雇用増加の直接的な原因や動機、背景

について詳しく述べる。

1-1 非正規雇用の増加と「失われた 30 年」

　日本は「失われた 30 年」ともいわれる名目・実質 GDPが変化しない長期経済低迷を経て

現在、日本の賃金水準は韓国よりも下位にある（OECD）。これはまさに新自由主義に基づく

経済政策の下で労働市場の自由化が進展してきた時期と重なる。日本の戦後の高度成長を支え

てきた 1970 年代まで一般的であった正規雇用制度が 1980 年代の新自由主義に基づく労働政策

の自由化に伴い崩壊してきた。

　国税庁の「民間給与実態統計調査」（令和 2（2020）年）によれば、非正規雇用の年間の平

均給与は正規雇用が 496 万円に対し、非正規雇用は 176 万円と正規雇用のおよそ 3分の 1であ

る。また、男女の平均年収も非正規雇用では男性の228万円に対し、女性は153万円にとどまっ

ている。正規雇用で適用される厚生年金、各種保険（雇用保険 健康保険 労災保険）は非正規

雇用ではほとんど適用されない。

　非正規雇用比率の増加は労働者の賃金水準を低下させ、家計所得と可処分所得の低下を通し

て家計支出の減少招く。GDPに占める個人消費の割合は約 6割を占めるため、家計支出の減

少は経済成長率に大きく影響を与える。すなわち、非正規雇用の拡大は過去数十年の日本の経

済成長率を抑制してきた大きな原因の一つといえる（図 1, 2）。
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　さらに、現役世帯の消費性向が低下しており、29 歳以下の二人以上勤労者世帯の消費性向

は、2000 年を 100 とすると 2019 年にかけて▲ 25.2%の大幅低下となっている。このため、民

間消費、特に家計消費は低迷している。GDP成長率寄与度でも家計消費との相関性について

は 1995 年～ 2021 年平均で相関係数（R）は 0.82、決定係数（R2）も 0.67%と非常に高い。特

に 2019、20 年は、家計消費の GDP成長率の寄与度でもそれぞれマイナス 0.2%、マイナス 5.6%

となり、2021 年も 0.56%と低迷している（図 2）。
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（出所）内閣府

図 1：実質 GDP 成長率（日本）

（出所）内閣府

図 2：日本の実質 GDP 成長率（項目別寄与度）

高度成長期
「失われた30年」
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　中曽根政権から開始された労働市場の自由化、特に非正規雇用の拡大は 90 年代の金融危機

を経て、2001 年に誕生した小泉政権では非正規雇用の対象を製造業まで拡大した。その結果、

今日に至るまで日本の製造業の生産性上昇を拒み、それが賃金上昇の足かせとなり、景気低迷

を加速させた一面がある 8）。日本経済の長期低迷の根本的な要因には、非正規雇用の拡大に伴

い、正規雇用を含む全体の賃金水準にも下方圧力を生じさせていることがある（図 3）。これ

に対して民主党政権期（2010-12）には個人消費の GDP寄与度は過去 20 年あまりで最も高く、

家計の可処分所得が回復していた。従って、非正規雇用の増加は新自由主義的政権下で着実に

増加し、個人（民間）消費を抑制してきたが、非自民政権下では逆に非正規雇用の増加に歯止

めをかけ GDP成長率を底上げしたといえる。 

　日本の賃金水準は 1997 年にピークに達し、それ以降家計の可処分所得や労働者の実質賃金

は一貫して低下基調にある（図 3）。これでは個人・民間消費が伸びないのは当然の帰結である。

実質賃金の低下は家計所得の減少につながり、需要が伸びず、前述のように景気の長期低迷、

GDP成長率の低下をもたらしてきた大きな要因となっている。

　最近ではコロナ禍で非正規労働者が大きな打撃を受けており、雇用調整やリストラが着実に

拡大しており、これが全体の家計の可処分所得を減少させた結果、消費需要の減退を招いてい

る。すなわち非正規雇用の拡大は日本経済の回復の大きな足枷となっており、この現状を変革

しない限り景気低迷は今後とも継続する可能性が高い 9）。

1-2 非正規雇用増加と企業の人件費コスト削減

　1980 年代には中曽根内閣（1982-1987）は派遣法導入（1985）及び国有企業の民営化（1985）

を推進したが、労働市場ではまだ派遣業種の制限（13 業種限定）により、実質的な非正規雇
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（注）製造業の組織率（2015=100）
（出所）厚生労働省 , FRB, FRED

図 3：労働組合組織率の推移
（出所）総務省

図 4：非正規雇用比率
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用比率の増加は加速してはいなかった。当時、非正規雇用は専業主婦のパートタイム労働が中

心であり、労働者の大半は正規雇用形態をとっていた。

　しかし、1991 年のバブル崩壊とともに、実質賃金上昇に対する抑制要因が拡大してきた。

まず、①派遣法業種の拡大に伴う非正規雇用比率拡大、②景気悪化に伴う待遇改善に向けた労

組の経営者への賃上げ等待遇改善要求困難化と労組組織率の大幅減少、③外国人研修制度の活

用に伴う一層の低賃金圧力増大、④非正規雇用の拡大に伴う正規雇用労働者賃金水準への抑制、

⑤非正規雇用の一般化に伴う最低賃金引上げ抑制、などが進展した。

1-3 新自由主義と労働市場自由化背景

　労働市場の自由化は中曽根内閣下で本格化した。特に同政権下で導入された派遣法の導入

（1985）は日本の労働政策と市場の変化に大きな役割を果たした。労働者派遣法は、当初は特

殊な職種（13 業種）に限定し、派遣期間も原則 1年（最大 3年）であったが、2000 年代の小

泉政権を経て、さらに安倍政権（2013-2020）に引き継がれ、ついに派遣業務は全面的に自由

化されてきた（表 1）。過去の新自由主義的政策を導入してきた自民党政権下、とりわけ小泉

政権（2001.4-2006.9）、安倍政権（2006.9-2007.9; 2012.12-2020.9）下で非正規雇用は急速に増

加した。これに対し、非自民政権である細川政権（1993.8-1994.4）、村山政権（1994.6-1996.1）、

民主党政権（2009.9-2012.12）下では一時的にせよ非正規雇用比率は大きく増加はしていない

（図 5）。
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（出所）厚生労働省より筆者作成

表 1：労働者派遣法の変遷
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　例えば小泉内閣（2001-06）、安倍内閣（2013-20）とも新自由主義政策の導入促進に関わる

政策決定過程で常にかかわってきた竹中平蔵氏が会長である最大手人材派遣会社（パソナ）の

利益に供する政策が明確に派遣法の改正に反映してきた 10）。例えば小泉政権下での製造業へ

の派遣業務の解禁（2004）、安倍政権による派遣期間の 3年制限（2015）などである。特に後

者は、派遣会社自体はむしろ好都合であり、3年を限度に同一人物を派遣できないようにした

ため、期限付き非正規雇用の増加を招くこととなった。しかし派遣会社としては、これは利益

の拡大に寄与してきた。こうした派遣期間の制限は本来の（あるいは名目上の）理由として挙

げられた非正規から正規雇用への転換促進は実際には実現してこなかったことで、意図的にこ

うした派遣法の改正を実施したともいえよう。

　中曽根政権下では非正規雇用の拡大の大きなきっかけとなった派遣労働業種の緩和が実施さ

れ、その後の派遣法の相次ぐ緩和によってそれまでの主婦や学生のパート労働が中心であった

非正規雇用の大幅な拡大につながってきた。

　そもそも中曽根政権が新自由主義政策を推進し国有企業や公的部門の民営化を推進したの

は、日本市場への参入促進を狙う米国の要請に沿った側面に加え、労働政策の役割が大きかっ

た。三公社（日本電信電話公社、日本国有鉄道、日本専売公社）の民営化のなかでも国鉄民営

化は 1970 年代に相次いだスト権ストなどとそれに伴う野党（特に社会党）に対する弱体化を

狙ったものとされる 11）。野党勢力の支援団体である労組（総評）の最大支持母体となってい

る国労・動労の勢力を殺ぐために民営化を実施したことが、その後民営化された JRや NTT

のみならず日本の労働政策や労働市場に与えた影響は非常に大きい。

1-4 1990 年以降の景気低迷に伴う労働コスト削減

　日本は 1980 年代後半のバブル経済が 1991 年に崩壊するとともに日本企業のグローバル化に
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（出所）厚生労働省

図 5：非正規雇用比率（日本）
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伴うデフレ経済下、消費者需要減退で低価格のサービス・消費産業を中心に非正規、パート、

アルバイト需要が急速に拡大した。特に 1996 年には派遣業務の 26 業種まで拡大したことは重

要な転換点となった。これは社会党村山政権を引継いだ自民党（橋本）政権下で実施された。

それ以降、基本的に後継の自民党政権下（小渕、森）政権でも規制緩和の動きは継続し、小泉

政権（2001-06）では日本経済の屋台骨ともいえる製造業への派遣業務が解禁された。そして

安倍政権（2013-20）で派遣法はほぼ完成され、1980 年代以降の労働市場の自由化は完結して

いる。それとともに労働者の実質賃金は 1997 年以降一貫して低下している。これは非正規労

働の拡大・一般化と軌を一としている。

　非正規雇用の拡大は正規雇用労働者との所得格差を拡大するのみならず、賃金水準全体の増

加の足枷となった。それは非正規雇用者の年収は正規雇用の約 1/3 であるためであり、正規雇

用者に対して自分たちより一層待遇の悪い低所得者の存在と比較して「よりまし」であるとい

う潜在的意識を一般化させた役割も否定できない 12）。

　加えて途上国の人々に日本の技術を伝播させる目的で始められた制度（外国人技能実習制度）

は 1960 年代後半頃から海外の現地法人などの社員教育として行われていた研修制度を原型と

して 1993 年に制度化されたものであるが、近年では単なる低賃金労働の手段として一般化し

てきた。この外国人「技術」習得目的に来日した外国人に対し、実際には最低賃金水準を大幅

に下回る賃金水準で単なる低賃金労働者として活用されてきた。「外国人研修生」には日本人

の非正規雇用をさらに大幅に下回る賃金水準が適用されたため、日本企業は、ますます非正規

雇用を含めた賃金引上げのインセンティブを根本から崩壊させてきたともいえる 13）。

　なお派遣法の改正は最近まで安倍政権下で実施されてきた（2015, 2021）。これは 3年以上

の同一人物の非正規での雇用を原則禁止や派遣先雇用者は技術訓練等を含む措置を奨励するな

どの改正を含む。しかし、根本的には派遣そのものがほぼ全業種に解禁され、しかも様々な抜

け穴が可能であると指摘されており、実際には派遣業者の運用により大きな収益を上げること

ができる体制が完成されてきた。安倍政権（2013-2020）下での雇用人口の増加はほぼ大多数

の女性を含む非正規雇用の増加に過ぎず、全体の労働力人口の中で非正規の割合が増加するほ

ど全体の労働者の賃金は減少する 14）。それが家計所得及び可処分所得の減少に伴う消費の減

退・低迷となる。

　したがって、本稿で述べるように非正規雇用の拡大は（実質）賃金水準の低下をもたらし、

ひいては経済成長の足かせとなってきた事実を次章で分析、検証する。

2．非正規雇用の増加の影響と課題

　本章では、非正規雇用の拡大に伴う様々な問題・課題を指摘し、そのうえで諸外国の制度も
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比較する。

2-1 非正規雇用の影響と問題

　非正規雇用の増加は企業側には短期的に労働コストの削減をもたらすが、中長期的な影響を

必ずしも考慮されていない可能性がある。特に非正規雇用労働者は知識・技術を社内に蓄積し

づらい。製造業では技術者・熟練工、サービス業では技術や経験を積んだ社員のノウハウの蓄

積が期待できない。派遣社員は社外の人間であり、派遣先企業や所属事務所では正社員と比べ

会社に対する忠誠心・責任感が低く、モチベーションも低い。低賃金であればなおさらである。

　現在の日本企業ではすでに過去数十年にわたる新自由主義に基づく米国式経営制度、社外取

締役、株主優先の名の下に配当性向の拡大や従業員への労働分配率の低下が導入されている。

しかし、こうした制度は果たして中長期的各企業に利益をもたらすのであろうか。

　まず、四半期ごとの業績を反映する株価対策に注力した場合、短期的視点が重視され、長期

的に企業の維持可能な利益確保の問題や従業員や社会貢献への意識が希薄になる。例えば、株

主への配当性向を高めるあまり株価収益を優先し、正当な労働賃金の引上げをおろそかにする

傾向が出てきている。その結果、賃金の引上げが軽視されてゆく。さらに問題なのは長期的投

資として R&D投資が減少する可能性もある。そのため長期的に維持可能な企業の成長が困難

となろう。実際、日本の自動車メーカーであるマツダでは米国人の経営陣が会社の方針を決め

てきた 1990 年代から 2000 年代までに同社のオリジナルの技術的なアイデンティティでもある

Rotary Engineの維持・開発を放棄するように親会社（フォード）が求めてきた 15）。

　二番目に経営的観点から考えると、短期的な利益回収を重視すると上記の研究・開発投資や

新分野への投資がおろそかになる可能性が高い。このため、コスト削減重視の方針の下、従業

員の給与水準の引き下げを含む待遇の悪化が進展する。これは働く意義やインセンティブの欠

如につながり、ひいては労働生産性や業績にも影響する。米国式経営方式、特に近年ではジョ

ブ型職種や待遇を採用する企業が増加しており、人的資源への投資が削減される結果、当該会

社の付加価値の高い技術開発や製品開発も困難となる。

　三番目に日本企業の典型的な制度である終身雇用と年功序列方式は、米国式経営ではなじま

ない。そもそも非正規雇用労働者にはこうした制度は対象外である。このため、多くの企業で

徐々に典型的な日本的経営が形骸化してきている。しかし、こうした傾向は、潜在的に有能な

人材の発掘や育成がおろそかとなり、結局革新的な技術開発も困難となってくる可能性があ

る 16）。

　四番目に 2000 年代以降の製造業における派遣労働者解禁は、日本企業の長期的発展を阻害

してきた可能性が高い。特に長期間にわたる基礎研究人材の確保と育成は正規雇用なしではあ

りえない。これがなければ、従業員の生きがいや長期的な知識、技能や技術獲得、進歩や成長
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は見込めない。

　第五点目に、そもそも労働生産性は一人当たりの生産（Output）で定義され、一人当たり

の付加価値を高めるしか方法がないが日本では非正規雇用が拡大しており、労働者の生産性が

当然低下している。付加価値を高めるには機械化などの合理化に加え、賃金水準の上昇が必要

であり、非正規の正規社員への転換を積極的に進めることが方策になる。

　最後に新自由主義的な労働市場自由化に伴う非正規雇用の拡大は、一人当たり生産性の低下

につながる。日本は先進国中、過去数十年にわたり労働生産性の伸びは低い。人的資源の向上

が抑制されれば、従業員のモチベーション低下などを通して長期的に企業の発展に貢献するモ

ラルが低下し、製造業技術力発展を阻害し、ひいては国家的な損失につながる。

2-2 諸外国との相違：非典型的（Non-standard）および非正規（Non-regular）雇用

　日本の「非正規雇用」は、諸外国と比較しても非常に特殊である。例えば欧州では非典型的

雇用（Non-standard employment）労働者はパートタイム労働者として登録し、通常の労働

者と同様に取り扱われて入り、時間的に制約のある人々がフルタイムで働かない分全体の給与

が若干減少するのみである。一方、日本では正規雇用に基づく労働者はボーナス、諸手当、保

険の会社負担などを受けられる。しかし、非正規社員は通常「時給制」の給与形態であり、正

規雇用労働者では適用される各種の諸手当等の制度は適用されないため、給与以外の各種手当

等を含めれば大きな差がある。正規雇用では、賃金・賞与だけではなく、諸手当（業績手当、

勤務手当、技能手当、家族手当、住宅手当、退職手当など）、福利施設の利用、慶弔金、企業

特有の基金制度、財形制度、法定以外の休暇（夏季休暇、年末年始休暇、慶弔休暇、生理休暇、

リフレッシュ休暇など）、諸制度も多く、パートタイムのみならず日本の非正規労働では、こ

うした諸々の便益が一切受けられず正規・非正規社員の格差は大きい。また、非正規雇用では

大部分は労働組合がなく労働組合参加率も非常に低いため、そもそも賃金のみならず待遇の改

善を経営者に要求することが困難である。

　こうした日本の状況と対照的に欧州では日本と異なり、「正規」「非正規」「フルパート」とい

うような身分格差的な雇用形態の区別はされていない。原則的に「非正規」というより労働時

間の差異としての「フルタイム」か「パートタイム」なのか、あるいは「有期契約」か「無期

契約」なのかという区分となっており、「同一労働・同一賃金」の原則が適用される（表 2）17）。

　EUでは雇用形態に係る「均等待遇原則」は主にパート労働者などの賃金や労働条件などの

不利益な取扱いを禁止している 18）。日本の状況と対局的にあるのが、北欧やオランダなどの

欧州先進国である。特にオランダは過去 30 年間でパートタイム及び女性労働者の待遇改善に

国家的に取り組んできた結果、現在ではパートタイム勤務の労働者の比率が高いにもかかわら

ず、給与など待遇面で通常勤務の労働者の水準に大幅な差がついていない。
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　そもそも日本では厳密な同一労働同一賃金を適用された職場は非常に少ない。このため、日

本の賃金水準は OECD平均、韓国よりも低位にある（図 6）。

　日本と同様に 1997 年のアジア危機以降米国式経営が持ち込まれた韓国ではパートタイムや

期限付き（臨時）雇用が一般化しており、後者では日本より高いシェアを占める（図 7, 8）。
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表 2：欧州の労働市場関連法

（出所）生協労連（2017）より作成

図 6：平均賃金（OECD）（出所）OECD

図 7：パートタイム労働者の比率（OECD）
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　以上のように、日本の非正規雇用は欧州など諸外国に比較してもその形態自体が特殊であ

り、「労働同一賃金」は実際には実現されておらず、実際には「同一労働格差賃金」が実態で

ある。しかも、非正規雇用労働者の正規労働者への転換は容易ではなく、それをむしろ推進し

ているのが派遣労働法である。したがって、現行のこうした労働関連法を全面的に見直すこと

が必要である。

3．経済成長率の非正規雇用への影響

3-1 概要

　非正規雇用は正規雇用の年収の約 1/3 であるため、非正規雇用比率の増加は労働者の賃金水

準を低下させ、家計所得と可処分所得の低下を通して家計支出の減少招く。それが過去数十年

の日本の経済成長率を抑制してきた。本章ではその事実を計量分析によって実証する。ここで

は、① GDP成長率と非正規雇用、労働組合組織率、②家計支出と GDP成長率、③賃金水準

と非正規雇用比率の推移などを考慮して各変数相互の相関性を明らかにする。

3-2 分析手法

　分析では GDP成長率と非正規雇用、非正規雇用の増減要因、賃金水準の決定要因に関して

労働組合組織率、家計支出、労働生産性、全要素生産性などの関連指標対象とを用いて通常の

回帰分析モデル（Ordinary Least Square, OLS）に加え、一般化モーメント法（Generalized 

Method of Moments, GMM）モデルによる分析を行った。対象とした変数は以下のとおりで

ある。なお、対象期間は 1980 年代以降 2020 年までとする。ただし、対象となる変数はその入

手可能な時期に応じて対象期間も異なっている。
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図 8：期限付労働者（Temporary Workers）の比率（OECD）
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　本分析では各変数間の相関係数（下記）を考慮して各回帰式で採用する変数の組み合わせを

試みている。また各変数の内生性を考慮し、格式の変数の組み合わせにおいて制限があるた

め、各式の採用された変数はその点を考慮して決定したものである。さらに、GMMモデルで

は、説明変数の階差を取った変数を含め操作変数（IV）として採用し、さらに関連する変数

を加えて分析している（表 3-2, 4-2, 5-2）。

3-3 GDP 成長率と非正規雇用 / 労働組合組織率

　非正規雇用は実質 GDP成長率にも関連しており、表 3-1、表 3-2 で示すように非正規雇用

比率（Nonregular）の上昇は GDP成長率と有意に負の相関性を示す。さらに、労働組合組

織率（Unionisation）は、GDP成長率と強い正の相関性がある。

　また非正規雇用は賃金低下に伴う家計の可処分所得低下を通して家計支出低下をもたらす

（表 3-1(2), (10)式 , 3-2 (2), (9)式）。大多数の非正規雇用労働者は正規雇用のような労働組合員

ではなく、いわば雇用者のなすがままの雇用条件を強いられている 19）。このことは非正規雇

用比率が上昇するにつれて労働組合組織率も低下することで示される。

　さらに、全要素生産性（Total Factor Productivity）も GDP成長率に正で有意な相関性を

明確に示している。これは労働者一人当たりの生産性は直接その分野での生産活動の増加につ

ながり、成長率も上昇することは当然である（表3-1(3), (11), (12)式、表3-2(3), (4), (10), (11)式）。
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各指標・変数

関連指標の相互相関

（出所）内閣府、総務省、厚生労働省、FRB(FRED)、OECDより筆者算定
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3-4 非正規雇用と労働組合組織率 / 家計支出 /GDP 成長率

　非正規雇用比率を被説明変数として GDP成長率、労働組合組織率、賃金水準、家計支出な

どを説明変数として示した回帰式が表 4-1（OLS）、4-2（GMM）である。

　GDP成長率は総じて非正規雇用比率に対して負の相関性を示しており（表 4-1(1), (4), (5)式 

表 4-2(3), (9)式）、前節 3-3 で示した結果と同様である。また、労働組合組織率は非正規労働比率

と負の相関性を示しており、この点でも3-2 の結果と整合性がある（表 4-1(2), (3)式 , 表 4-2(1)-

(7)式）。注目される点は、1990 年代の社会党・自民党連立政権時、2000 年代の民主党政権

（2009-12）時では非正規雇用比率は負の相関性を示しており、この時期にはむしろ非正規雇用比

率が減少した可能性を示す（表 4-1(2), (3)式 , 表 4-2(3), (4)式）。自民党政権と異なり格差是正や

非正規雇用条件の改善などを試みた民主党政権は、こうした点でも一部成果を上げたといえる。

　一方、典型的新自由主義政権であった小泉内閣（2001-06）、安倍内閣（2013-20）期にはダミー

変数は非正規雇用比率に正で有意な関係を示しており（表 4-1(4)式 , 表 4-2(5), (6)式）、非正規

雇用を積極的に活用・促進する政策を行った結果が明確に表れている 20）。
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（注）1. *, **, *** はそれぞれ 10%, 5%, 1% の誤差を示す。 括弧内中段は標準誤差、 下段は t値。
（出所）内閣府、厚生労働省、FRB(FRED)等より筆者算定

表 4-1：非正規雇用に影響を及ぼす GDP 成長率 / 労働組合組織率 / 賃金水準等の影響（OLS）
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3-5 賃金水準に及ぼす正規雇用比率、労働組合組織率、家計支出等の関係

　非正規雇用比率と賃金水準には強い負で有意な相関性が示される（表 5-1(1)-(6)式、表 5-2 

(1)-(6)式）が、この結果は 3-3、3-4 で示した結果と整合的である。また、労働組合組織率は

賃金水準と正で有意な関係を明白に示している（表 5-1(7)-(9)式 , 表 5-2 (7)-(9)式）。賃金水準

に対し家計支出は OLS分析では有意な結果を示さなかったが、GMMでは正で有意な関係を

示す（表 5-1(2),(9)式 , 表 5-2 (2),(8)式）。さらに、労働報酬率（Labour compensation）に関

して賃金水準と正で有意な関係を示す（表 5-1(2), (9)式 , 表 5-2 (3), (9)式）。

　2000 年代の小泉政権（2001-06）、2010 年代の安倍政権（2013-20）とも非正規雇用比率を含

む式では総じて賃金水準には負の関係を示す（表 5-1(5), (6)式 , 表 5-2(5), (6)式）。これは非正

規雇用が本格的に推進し、一般化してきた時期と重なっている。
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（注）1. *, **, *** はそれぞれ 10%, 5%, 1% の誤差を示す。 括弧内中段は標準誤差、 下段は t値。

（出所）内閣府、厚生労働省、FRB(FRED)等より筆者算定

表 4-2：非正規雇用に影響を及ぼす GDP 成長率 / 労働組合組織率 / 賃金水準等の影響（GMM）
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3-6 分析のまとめ : 非正規雇用、GDP 成長率、賃金水準等の関連性

　上記の分析結果から以下のようにまとめられる。

（1）非正規雇用比率（Nonregular）の上昇は GDP成長率と有意に負の相関性を示す。

（2）労働組合組織率（Unionisation）は、GDP成長率と強い正の相関性がある。

（3）非正規雇用は賃金低下に伴う家計の可処分所得低下を通して家計支出低下をもたらす。

（4）労働組合組織率は非正規労働比率と非常に強い負の相関性を示している。

（5）自民党政権と異なり民主党政権時では非正規雇用比率は負の相関性を示している。

（6）新自由主義政権（小泉内閣 , 2001-06）、安倍内閣 , 2013-20）下では非正規雇用比率に正で

有意な関係を示している。

（7）非正規雇用比率と賃金水準には強い負で有意な相関性が示される。

（8）労働組合組織率は賃金水準と正で有意な関係を示す。

（9）労働報酬率（Labour compensation）は賃金水準と正で有意な関係を示す。

（10）2000 年代、2010 年代とも労働組合組織率を含む式では総じて賃金水準には正の有意性を

示し、さらに家計支出にも正の影響がみられる。

　以上から、非正規雇用の増加は労働市場の自由化とともに拡大しており、賃金水準に負の関

係を持ち、経済成長率にもマイナスの影響がある。また、労働組合組織率の低下は非正規雇用

の拡大と連動しており、賃金水準を通して家計支出も低下し、日本の GDP成長率が長期にわ

たり低迷してきた背景を裏付けている。

4．非正規雇用削減と正規雇用維持・増加の方策

　日本経済は非正規雇用の拡大とともに成長率は低迷し、労働生産性は伸びず、日本の得意と

する製造業での世界的な競争力も維持できない分野が増加している。長期的観点から本章では

正規雇用の拡大のメリットを述べ、それに沿って今後のあるべき方向性を示す。

4-1 正規雇用の維持と拡大の長期的メリット

　労働市場における非正規雇用比率の拡大は、GDP成長率の低迷のみならず、長期的に維持

可能な科学技術力や人材育成にもかかわる競争力が低下している事実である。したがって、正

規雇用を拡大することは長期的に日本経済や産業にとってメリットは大きく、経済政策として

非正規雇用を縮小し、正規雇用拡大によって全体の家計の可処分所得を増加させ、需要を拡大

する必要がある。

（ 127 ）　127
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4-2 今後の労働市場の在り方に向けた提言

　今後経済政策としてあらゆる分野での非正規雇用の縮小と正規雇用の拡大を優先的に推進す

ることが重要である。すでに 2009 年（民主党政権時）には、派遣法の改正を目指していた（表

6）が、その後の安倍 /菅政権は真の改革ではなく、実際には改善ではなく「名ばかり」の改

正を実施してきた。特に 2015 年の派遣法改正は、実際には抜け穴が最初から用意され派遣業

者に利益を供与するシステムが完成したといえる。

したがって、本稿では以下のように非正規雇用縮小に向けた政策を提示する。

（1）非正規雇用適用の厳格化

　非正規雇用労働を認めるための条件を厳格化し、現在までの抜け穴をふさぐことが重要であ

る。例えば現在の派遣労働法では派遣期間は最大 3年であるが、派遣会社が他の人材を紹介

し、同一の職場で企業側として低コストの人材を維持できる。本来、3年を超える勤務の同一

人材は正規雇用とすることが望まれているが、ほとんど企業ではそれを行わず、単に 3年を限

度に同一人物を雇用しない手段となっている。こうした抜け穴が横行することは、制度設計の

段階で予期できたはずであるが、それこそ人材派遣会社（例：パソナ）の意図するところであ

ろう。人材派遣手数料はその都度発生し、当該派遣会社は利益を得る。こうした国民全体の利

益を反映しない政策は直ちに廃止し、修正するべきである。

（2）非正規雇用（パートタイム労働者を含む）の不当な取扱いを禁止するための法制の整備

　EUでは「非正統的雇用」労働者に対する保護の観点からすでに法令化され実施されている

ものである。日本では、既存の労働基準法や関連法案でも謳われているが、適用基準があいま

いであり、派遣法自体に罰則規定の整備がないため、政府が積極的に関与してこなかったこと
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表 6　労働者派遣法改正案の焦点（2009）

（出所）脇田茂（2010）
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を反省すべきである。違反行為に対しても単なる勧告などが中心であり、実際に罰則を受ける

業者はほとんどない。したがって、今後具体的な監視監督手段と罰則規定など関連法案の具体

化を急ぐべきであろう。

（3）「派遣法」改正と非正規雇用抑制策（業種制限制限 26 業種に戻す）

　現行法制では派遣業種はほぼ制限がなく自由化されているが、派遣対象業種を 1996 年に規

定された 26 業種に限定させることが重要であり、特に製造業への派遣は禁止することが望ま

しい。

（4）正規雇用促進のためのオンブズマン制度導入

　現在では非正規雇用の推進の中核的な存在である派遣法であるが、民主党政権時に導入を試

みた派遣業種適用の条件の厳格化とともに労働基準法等関連法令の積極的な活用が重要である。

　例えば「同一労働同一賃金」の原則適用にあたり、現行法制では「不当な差別」の適用を除

外する条項はあるが、それが具体化されていないため、あいまいな運用状況を許し、結果的に

非正規雇用を拡大してきた結果となっている。従って、正規雇用促進のためのオンブズマン制

度の導入が必要である。

（5）現行外国人技能実習制度の改革と厳格な運営

　現在では「外国人研修制度」の実体は単なる最低賃金を大幅に下回る低賃金労働者の拡大に

寄与しているものとなっており、全体の労働賃金水準を低下させ、全体の賃金水準の上昇の足

かせとなっている。したがって、こうした制度の厳格な適用をはかるため、同制度を採用した

企業に対し定期的な監視と違反の摘発が必要である。特にアジア諸国で相手側とエージェント

契約を結び、同制度を利用する業者に対する徹底的な行政側の監視・指導を強化する必要があ

る。さらに、現行制度の移行期間を経て、同制度を廃止すことも一法である。

（6）正規雇用比率増加企業へのインセンティブ

　政府が正規雇用を拡大した企業に対する何らかのインセンティブを導入する。

ただし、正規雇用の従業員の待遇を従来より引き下げ、非正規雇用の処遇に近づけるなどの「是

正」措置などの方策をとった企業は除外する 21）。

おわりに

　日本の「失われた 30 年」における非正規雇用の拡大は、長期的に持続的な経済成長が達成

できなかったことを明白に示している。この事実は過去数十年低迷してきた日本経済が証明し

ている。これは、1980 年代以降新自由主義に沿った労働市場の自由化に伴う非正規労働の拡

大が（実質）賃金水準を一貫して低下させてきたことが原因である。その結果、家計消費支出

の実質的減少をもたらし、GDP成長率の足かせとなってきた。日本の長期にわたる景気低迷
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は非正規雇用にみられる労働市場の自由化によって国民全体の所可処分所得の減少と貧困化が

進んだからである。特に若年層の非正規雇用比率が上昇するにつれて低所得層が増加し、結婚

も困難となり、その結果少子化がさらに進展している。非正規雇用が拡大することは、現在の

社会保障を支える年金・医療などの社会保険を収めることができない層が拡大し、社会保障制

度自体の存続が困難となる。さらに近年では非正規雇用の比率が拡大したため、定時退社をす

る者の割合が増加し、その負担は正規雇用労働者にかかり長時間労働が一般化する傾向に拍車

をかける。こうした労働市場の歪は日本経済の持続的発展の障害となる可能性がある。特に

2000 年代以降製造業にも非正雇用が解禁されたため、労働生産性は一層低迷してきた。

　従来の非正規雇用に関する問題点として、社会経済的観点からの考察が大部分であり、非正

規雇用の増大は雇用階層の固定化とともに貧困の連鎖をもたらす問題などが挙げられてきた。

こうした指摘自体は正しいものの、経済学的観点からの考察は少なかった。したがって、本論

文では非正規雇用の及ぼす経済的問題、なかでも非正規雇用の拡大に伴う経済成長への影響に

ついて計量的手法を使って検証した。特に 1980 年代の中曽根政権によって最初に導入された

労働者派遣法は、当初は特殊な職種に限定したものであったが、2000 年代の小泉政権を経て、

さらに安倍政権に引き継がれ、ついに派遣業務は全面的に自由化や家計支出の減少を伴い経済

成長理の足かせとなってきた。このことは、第 3章で計量的に分析した結果と整合的である。

主な分析結果は、①非正規雇用比率（Nonregular）の上昇は GDP成長率と有意に負の相関性 ;

②労働組合組織率（Unionisation）は、GDP成長率と強い正の相関性；③非正規雇用は賃金

低下に伴う家計の可処分所得低下を通して家計支出低下をもたらす；④労働組合組織率は非正

規労働比率と非常に強い負の相関性；⑤自民党政権と異なり民主党政権時では非正規雇用比率

は負の相関性；⑥新自由主義政権（小泉内閣 , 2001-06）、安倍内閣 , 2013-20）下では非正規雇

用比率に正で有意な関係；⑦非正規雇用比率と賃金水準には強い負で有意な相関性；⑧労働組

合組織率は賃金水準と正で有意な関係；⑨労働報酬率（Labour compensation）は賃金水準と

正で有意な関係；⑩ 2000 年代、2010 年代とも労働組合組織率を含む式では総じて賃金水準に

は負の有意性を示す。すなわち、非正規雇用の拡大と賃金水準の低下日本経済の低迷が密接に

結びついていることを示した。

　最後に、日本経済の復活を目指して持続可能な成長を達成するための大きなステップとし

て、非正規雇用の縮小実現するための政策として、①非正規雇用適用の厳格化；②非正規雇用

（パートタイム労働者を含む）の不当な取扱いを禁止するための法制の整備；③「派遣法」改

正と非正規雇用抑制策（業種制限制限 26 業種に戻す）；④正規雇用促進のためのオンブズマン

制度導入；⑤現行外国人技能実習制度の改革と厳格な運営；⑥正規雇用比率増加企業へのイン

センティブなどを提唱した。こうした政策提言についてその具体的方策については他の研究が

待たれるが、今後の日本経済の持続可能な成長を達成するためには不可避の課題であろう。
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注
1 ） 間宮（2007）は非正規雇用の増加（正規雇用の減少）に伴う家計消費性向の低下によって経済成長が
低迷する可能性を指摘しており、まさにその後の日本経済はその経路をたどっている。

2） Yokoyama et al. （2018）は、会社が非正規雇用を雇用調整の手段としており、業績悪化時にはリスト
ラを行う傾向があることを指摘している。

3） 1993 年に導入された当初の公式の目的と最近での現実的な運営の乖離が大きな問題であり、単に低賃
金でも働く人材確保の観点から実施されている。

4） 鈴木（2011）は、労働市場の構造的歪が長期化した結果、日本経済低迷の背景になっていると指摘す
る。雇用の流動化促進策や同一労働同一賃金への取り組みなどを通じて、労働市場の効率性の必要性
を指摘している。

5） 派遣法改正に当たり、特に政府の重要な委員のメンバーとして活動してきた竹中平蔵氏が会長を務め
る派遣業者 Pasonaの利害を明確に反映している。例えば 2015 年派遣法改正ではそれまでは 3年以
上の継続した同一人物の同一業務の派遣が不可となったものの、派遣先企業が労働組合（注：派遣さ
れた労働者は労働組合員ではない場合が大半）の意見を聞けば３年を超えて延長できることとなった。
これは、人を変えれば同じ部署での派遣を延長できるようなった。さらに派遣会社はいくらでも派遣
する要員（被雇用者）を変更できるため、実際には派遣業者は益々繁盛してきた。

6） 例えば永田（2007）参照。
7） 間宮（2007）の分析は、資本蓄積率、貨幣賃金率などを用いたいわゆるマルクス経済学の手法を用い
た分析であり、近代経済学の手法を用いた経済分析とは言えない。

8） 加藤（2017）は非製造業部門の賃金水準は非正規に依存した構造に労働生産性の低さが生産性の低迷
を招いており、製造業労働の非正規拡大と関連していると指摘する。

9） 米国は日本と異なり、労働市場が比較的正常に機能しており非正規雇用比率が極端に高くないため、
実質ＧＤＰ成長率はコロナ禍の影響下の 2020 年第 2四半期の▲ 31.4％（添前期年率、季節調整済み）
に対して第 3四半期は 33.1％と急回復している。

10） 竹中氏は、小泉内閣での中核的メンバー（経済財政政策担当大臣、内閣府特命担当大臣、郵政民営化
担当大臣等）として政策決定に食い込み、さらに安倍政権でも同様の政府の産業競争力会議の主要メ
ンバーとして大きな影響力を及ぼしてきた。人材派遣大手パソナの取締役会長として利益相反の立場
にあることが問題視されている。例えば佐々木（2014）は、「利害関係のある人物が雇用規制の緩和
に関与するのは、政治が生む利益を追い求める『レントシーカー（利権あさり）』だ。」とした上で、
竹中もその一人であるとしている。

11） これは最晩年に語った中曽根自身の発言に残されている。例えば中曽根は「私は国労が崩壊すれば総
評も崩壊するということを明確に意識してやったのです」と語った。牧（2020）参照。

12） 非正規雇用の年収平均は 175 万円（2019）であり、正規雇用の平均 501 万円を大幅に下回っている（国
税庁「民間給与実態統計調査」参照）。

13） 米国「人身売買報告書」2021 年版では日本の同制度を採り上げており、単なる「搾取」の手段となっ
ていると指摘している（山田 2021）。

14） 野口（2022）は独自計算した非正規雇用を含む労働者のフルタイム当量（FTE）を用いた推計値にお
いて日本では女性はわずか 39.3％（男性 63.1％、以下同様）（2020）であり、スウェーデンの 65.6％
（74.7％）、OECD平均の 54.7％（76.4％）を大幅に下回っている。

15） マツダの技術者や経営陣はそうした要求には同意せず、規模の縮小という選択で乗り切ってきた。
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16） 典型的な例では富士通のスーパーコンピュータの開発で責任者の技術者が会社の規定を破り出社して
こない事態があるにもかかわらず、会社はその才能を認め責任を任せた結果、ついに米国のそれを抜
く性能のコンピュータ開発に至った経験がある。

17） また、賃金決定は雇用形態ではなく、職種が大きく関係する。日本的雇用制度では、数年ごとに部署
や職種が変わる人事ローテーションがあるが、欧州では基本的に職種は最初から決められており、そ
のため、均等待遇原則（不利益取扱い禁止原則）」が適用しやすい。

18） 欧州では日本の非正規雇用にあたる用語はなく、「非典型雇用」（Atypical Employment, Non-standard 

Employment）は雇用期間に定めのないフルタイム雇用者を典型労働者とし、それと異なる雇用形態
や就業形態を「非典型雇用」としており、これにはパートタイム労働者や（期限付）有期雇用者だけ
でなく自営業者なども「非典型雇用」には含まれる。

19） 非正規雇用の典型的な形態であるパート労働者の組合組織率はわずか 8.7％である。
20） 小泉・安部両政権とも新自由主義政策の導入促進に関わる政策内部に入りこんできた竹中平蔵氏が会
長職にある最大手の人材派遣会社（パソナ）の利益に供する政策が明確に派遣法の改正に反映してき
た。例えば小泉政権下での製造業への派遣業務の解禁、安倍政権による派遣期間の 3年制限などであ
る。特に後者は、派遣会社自体はむしろ好都合であり、3年を限度に同一人物を派遣できないように
したため、期限付き非正規雇用が増加を招くこととなった。しかし派遣会社としては、これは利益の
拡大に寄与してきた。こうした派遣期間の制限は本来の（あるいは名目上の）理由として挙げられた
非正規から正規雇用への転換促進は実際には実現してこなかったことで意図的にこうした派遣法の改
正を実施したともいえよう。

21） 民営化された日本郵政では、正規職員の待遇は年々見直しが進み、待遇を非正規同様に下げるような
事例もあり、注意が必要である。これは最高裁が 2020 年 10 月に正社員と契約社員との待遇格差が「不
合理」とされた日本郵便が、格差解消に向けた施策として正規職員の待遇をむしろ引き下げてきた背
景がある。景気低迷下もこうした企業の方針が増加する可能性があり、本来の労働者全体の待遇を引
き上げることを本旨とすることが重要であろう。
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Economic stagnation associated with the expansion of non-regular 
employment in Japan: the background to the ‘lost 30 years’

	 Japan is the only country in the world where growth has been stagnant for almost 30 years, 

since the bursting of the bubble economy in 1991. This situation can be attributed to various 

factors, but the most important is the stagnation of consumption expenditure, which accounts for 

about 60% of GDP. This paper aims to econometrically examine the fact that this economic 

stagnation has been sustained by a decline in household propensity to consume, due to a fall in 

real wages caused by an increase in non-regular employment (i.e. a decline in formal employment).

	 Currently, after a long period of stagnation in the ‘lost 30 years,’ wage levels in Japan are 

lower than in South Korea (OECD). This coincides precisely with the period of progressive 

labour market liberalisation. The regular employment system, which supported Japan's rapid 

post-war growth and was common until the 1970s, has been transformed with the liberalisation of 

labour policy based on neoliberalism from the 1980s to the present, with non-regular employment 

expanding significantly and accounting for about 40% of the working population. This was 

triggered by the introduction of the Worker Dispatch Law (1985), introduced under the Nakasone 

Cabinet (1982-1987). The Dispatch Law was initially limited to special occupations, but was 

expanded to all occupations and fully liberalised under the Abe Government.   

	 The expansion of non-regular employment has been a drag on sustainable economic growth, 

with non-regular workers, who account for about 1/3 of the annual income of full-time employees, 

contributing to the decline in disposable income and impoverishment of the population as a 

whole. This has made it difficult for young people to marry as their incomes economic status 

have become significantly lower, which in turn has further promoted the declining birth rate and 

made it difficult for the social security system itself to survive as pensions and medical insurance, 

which support social security, have declined.

	 The main results of the analysis include: (i) an increase in the ratio of non-regular 

employment (Nonregular) with the lower unionisation rate is significantly negatively correlated 

to GDP growth; (ii) non-regular employment leads to lower household expenditure through lower 

household disposable income associated with lower wages. In other words, the expansion of non-

regular employment and the decline in the wage level leading to Japanese economic stagnation 

are closely linked. This paper finally proposes several policies to expand formal employment in 

the labour market and reduce informal employment.

(OHTA, Hideaki, Professor, College/ Graduate School of International Relations, Ritsumeikan University)




